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要約 
 
第１章  序論 
 1983年に我が国初の免震建物が建設され、1994年米カリフォルニア州ノースリッジ地震及び 1995年兵庫県南
部地震では免震建物の効果が確認された。以降免震構造は急速に普及することとなる。しかしながら、2003年十
勝沖地震において苫小牧製油所石油タンクで火災が発生し、その原因となった長周期長継続地震動が社会的な関
心を集めた。2011年東日本大震災では、木造戸建免震住宅において、通常の設計免震層クリアランスを超える過
大変位が観測されている。今後も、南海トラフ地震など低頻度巨大地震の発生が懸念されており、免震層クリア
ランスの確保が困難な住宅等において免震層地震時過大変位が上部構造物のストッパー等への衝突に繋がること
と、それに伴う上部構造物の損傷や過大な床応答加速度の発生が懸念されている。我が国においては、既に数千
棟に及ぶ木造戸建免震住宅が建設されているが、その多くがすべり支承を採用しており、これらにおいて免震層
変形が過大になると減衰性能が低下して変形抑制が効かなくなるという悪循環に陥る可能性がある。 
 このような問題に対処するために、免震層変位が規定の値に達すると、免震層において摩擦ダンパーが作動し、
低下した減衰性能を補うことができる連結機構摩擦ダンパーが提案されている。また、同様に流体ダンパーを用
いて、免震層過大変形時に低下した減衰性能を補うことを目的とした gap damperがZargar et al.(2013)により提案
されている。連結機構摩擦ダンパーを用いた免震層変位制御設計法としては、一段連結機構に加えて多段連結機
構の提案がなされている他、複数の地震動入力レベルにそれぞれ対応したクライテリアを満足する多規範型最適
設計法も提案されている。 
 本研究では、実験的検討により当該ダンパーを用いたすべり支承免震建物の地震時応答特性を明らかにし、そ
の性能の更なる高度化を目指して、従来の設計クライテリアに残留変形を評価関数として加えた設計法を提案す
る。 
 
第２章 既往研究と本研究の位置づけ 
 第２章では、免震層過大変位抑制に関する既往研究について概説し、本研究の位置づけを示す。連結機構摩擦
  
ダンパーについては一段連結機構が、主としてレベル２地震動を超える地震動時に作動するストッパーとして開
発された。その後、入力地震動レベル毎にきめ細かに制御力を調整する機構として多段連結機構が提案されてい
る。設計法に関しては、当初パラメトリックスタディに基づく方法が採られていたが、後に逐次二次計画法など
の効率的な数値最適化法を用いた方法が提案されている。二段連結機構の設計においては一段目のダンパーを、
レベル２地震動時のクライテリアを満足するように設計し、その解を前提として二段目のダンパーを、レベル３
地震動時クライテリアを満足するように設計する二段階設計法が提案されている。 
 しかしながら、解析的・実験的検討によると、従来の設計法では免震層残留変形を設計条件に考慮しないため
に、それを犠牲とした最適解が導かれる場合があることが明らかとなっている。 
 本研究では、免震層残留変形を設計問題の定式化に明示的に取り込むことで、当該ダンパーによる免震制御性
能の更なる高度化を目指す。 
 
第３章 連結機構摩擦ダンパーによる免震構造物の過大変形抑制に関する実験的検討 
 第３章では、免震層の減衰要素として、応答変位にかかわらず減衰定数が一定となる線形特性のオイルダンパ
ーを設置し、免震層がある一定変位に達すると補助的な制御力（摩擦力）を発揮する連結機構摩擦ダンパーを設
置した場合の実験的検討を行った。この実験では、非線形特性を有する要素は連結機構摩擦ダンパーのみである
ので、特に、連結時の衝撃などの提案ダンパー非線形特性が上部構造物に与える影響を実験的に明らかにしてい
る。 
 摩擦ダンパーは、ダンパーそのものや支持部材が有限の剛性を有するためスティックスリップを生じた。本研
究の解析モデルではこの影響を考慮しないため、床応答加速度については、スティックスリップの影響を評価し
きれない結果となったが、免震層応答変位については本解析モデルと解析手法が工学的に十分な精度で実験結果
を説明していること、上部構造物の最大床応答加速度は連結機構摩擦ダンパーの連結時の衝撃によって生じるの
では無いことなどを明らかにした。 
 
 
 
 
 
図.1連結機構摩擦ダンパーの機構模式図    図.2 免震試験体全景 
連結前 
連結後 
 第４章 すべり支承免震試験体に対する加振実験 
 第４章では、第３章の実験結果を踏まえ、より現実の木造戸建免震住宅に近い試験体を用いた振動台実験を実
施した。すなわち、免震層の減衰要素としてすべり支承の摩擦特性を模擬する摩擦ダンパーを用い、免震層変位
についても、変形の増大に伴いすべり支承の減衰特性が低下する領域まで実験対象とした。 
 本実験により、従来実験的に確認されていなかった、すべり支承の減衰性能低下領域における連結機構摩擦ダ
ンパーの有効性と、解析モデル、解析手法の妥当性を確認し、以降の解析的検討の妥当性を裏付ける資料を得た。 
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図.3 すべり支承免震試験体          図.4 実験結果の例(Hachinohe 1968 NS 52%) 
 
第５章 残留変形最小設計法の提案 
 連結機構摩擦ダンパーを用いた木造免震戸建住宅の地震時変位制御に関する既往の研究では、設計のクライテ
リアとして、免震層変位に関する制約を設け、床応答加速度を最小化する解を求めていた。この時、免震層残留
変形が考慮されていないため、最適化の過程で免震層残留変形を犠牲にして最大応答加速度を最小化するような
解を得てしまう場合があった。 
 このような問題に対処するため、本章では、設計問題の定式化に当たって、地震時免震層残留変形を明示的に
取り入れることを提案する。具体的には、最適設計問題として、床応答加速度は目的関数ではなく、制約条件と
位置づけ直し、残留変形を目的関数とした。これにより、免震層最大応答変位と最大床応答加速度に関する設計
クライテリアを満足する実行可能解の中から、残留変形が最も小さい解を得る設計法を定式化した。 
 また、残留変形を小さくする解は、設計クライテリアを満足する実行可能解の中で、摩擦ダンパーに接続され
たバネの剛性がより小さい解となっている。このことは、図 5に示すことから理解できる。即ち、ここで定式化
している設計問題では最大応答変位が制約されているので、地動入力が終了して免震層が自由振動状態になった
時の最大応答振幅は、制約変位より小さい。よって、慣性力が除荷された時に生じる残留変形は（制約変位－最
大摩擦力／バネ剛性）で boundingされる。従って、バネ剛性が小さいほど残留変形は小さくなる。 
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 表5.1 残留変形最小化設計法の定式化 
  加速度最適設計法 
       設計変数:ダンパー力Fd、ダンパー剛性Kd、設定クリアランスLs 
          目的関数:免震層残留変形D 残留max 
       制約条件:最大免震層応答変位Dmax≦制約変位D  
            最大床応答加速度Amax≦制約加速度A  
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図.5 残留変形を小さくする解         図.6 残留変形最小解の特性 
 
第６章 残留変形最小設計法の実建物への適用性 
 第６章では、第３章及び第４章で、連結機構摩擦ダンパー付き木造戸建免震住宅の解析モデル及び解析手法の
妥当性を検証した結果と、第５章で提案した残留変形最小設計法を、実際の３層木造戸建免震住宅を代表する解
析モデルに対して適用し、本論文において検証してきた内容や、新たに提案したことが実務レベルで妥当である
かどうかについて検討した。 
 その結果、免震層クリアランスを十分に確保できる場合は、従来の床応答加速度最小設計法が適用可能である
が、より設計条件が厳しくなって免震層クリアランスが十分に確保できないようなケースにおいては、本論文で
提案する残留変形最小設計法がより有効な設計手法となることを明らかにした。 
 
第７章 結論 
 本論文で得られた成果を纏めるに、下記の通りである。 
１． 免震層の減衰特性に変動が無い場合の実験結果を通して、連結機構摩擦ダンパーが免震構造物の応答に
レベル２ 
残留変形抑制 
与える影響を明らかにした。連結時の衝撃は上部構造最大床応答加速度に影響しない。 
２． 次に、本研究の主たる検討対象であるすべり支承木造戸建免震住宅を模擬した試験体による実験で、連
結機構摩擦ダンパーを用いた場合の地震時応答性状を明らかにし、提案解析モデル、解析手法の妥当性を確
認した。 
３． 免震層クリアランスが十分に確保できないような、厳しい設計条件下における設計法として残留変形を
目的関数とし、地震時応答変位と床応答加速度に関する制約条件を有する最適設計問題を定式化し、これに
より有効な設計解が得られることを明らかにした。 
